
資料 ２９－（６） 

 

地震調査委員会の活動状況 
  

平成２１年３月６日 

地 震 調 査 委 員 会 

 
前回の本部会議（平成２０年８月２９日）以降の地震調査委員会及び地震調査委員

会の下の部会の活動状況は以下の通りである。（別添１：地震調査委員会構成員） 

 
１．地震活動の現状評価の実施 

 

地震調査委員会は、定例会を開催し、全国の地震活動の現状について総合的な
評価を行うとともに、被害地震等の発生の際には臨時の委員会を開催している。 

昨年９月１１日に十勝沖の地震（M7.1、最大震度５弱）が発生したが、今期間

の日本の地震活動は、概ね静穏であった。 

 

 

２．地震発生可能性の長期的な観点からの評価の実施  

 

長期評価部会においては、活断層の調査方法の高度化も視野に入れ、今後の活断

層評価手法の高度化に向けた報告書の作成を進めている。 

また、既存の調査や追加・補完調査の結果等に基づき、「会津盆地西縁・東縁断

層帯の長期評価の一部改訂」、「宇部沖断層群（周防灘断層群）の長期評価」を公

表した。 

さらに、昨年５月８日の茨城県沖の地震（M7.0)について、想定していた茨城県

沖のプレート間地震と評価したため、茨城県沖の地震の長期評価について見直しを

進めており、茨城県沖の地震を含めた「三陸沖から房総沖にかけての地震活動につ

いての長期評価の一部改訂」について３月上旬に公表予定である。 

 

 

３．活断層で発生する地震、海溝型地震を対象とした強震動評価の推進 
 

強震動評価部会においては、地震動予測地図の高度化に向けて、導入すべき強震

動予測手法等を検討している。 

地震動予測地図作成のため、地下構造モデルを作成し、約 100 ある主要活断層の

震源断層を特定した地震動予測地図を順次進めている。 

また、想定される東海地震・東南海地震及び宮城県沖地震を対象に、長周期地震

動予測手法の確立に向けた検討も進めている。 

 

 

４．長期評価、強震動予測等を統合した地震動予測地図の作成 

 

地震動予測地図の改良と高度化のための手法について、政策委員会等での審議を

参考に、高精度化・高度利用という観点で審議を進めている。 

平成２１年度前半に、高度化した地震動予測地図を公表することを目指し、報告

書等の作成を行っている。 



 
表１ 最近の地震調査委員会の開催状況と公表 

 

開 催 年 月 日 通算回数 公 表 件 名 

平成２０年 ９月１２日 １８８回 ２００８年８月の地震活動の評価 

     １０月１０日 １８９回 ２００８年９月の地震活動の評価 

     １１月１０日 １９０回 ２００８年１０月の地震活動の評価 

     １２月 ８日 １９１回 ２００８年１１月の地震活動の評価 

平成２１年 １月 ９日 １９２回 ２００８年１２月の地震活動の評価 

２月 ９日 １９３回 ２００９年１月の地震活動の評価 

 

表２ 最近の地震調査委員会長期評価部会・強震動評価部会関連の公表状況 

公 表 年 月 日 公表件名 

平成２０年 ９月２４日 会津盆地西縁・東縁断層帯の長期評価の一部改訂について 

     １１月１７日 宇部沖断層群（周防灘断層群）の長期評価について 

平成２１年 １月 ９日 長期評価による地震発生確率値の更新について 
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